
【監査役の監査の範囲に関する登記について】

平成２７年５月１日から施行された改正会社法等により，「監査役の監査の

範囲を会計に関するものに限定する旨の定款の定め」がある株式会社につい

ては，その旨を登記しなければならないこととなりました。

この改正に伴い，監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定している

株式会社は，平成２７年５月１日以降に就任又は再任した監査役について，

その役員変更登記を申請される際には，併せて「監査役の監査の範囲を会計

に関するものに限定する旨の定款の定めがある」旨を登記申請していただく

必要がありますので，お知らせします。

なお，申請書の様式等については，法務局（法務省）ホームページ（商業・

法人登記申請１－８【２７．５．１以降】等）を参照願います。

平成１８年４月３０日以前に 平成１８年５月１日以降に

設立された株式会社 設立された株式会社

資本金の額が１億円以下かつ 公開会社ではない株式会社（監査役

株式の全部に譲渡制限がある。 会設置会社及び会計監査人設置会社

を除く。）で，監査役の監査の範囲

かつ を会計に関するものに限定する旨の

定款の定めがある。

平成１８年５月１日以降，定款

変更決議をしていない。

「監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の

定款の定めがある」旨の登記が必要

※登記申請時には，後添の書面例 ※登記申請時には，定款又は定款変

（会社代表者の作成に係る証明書） 更をした際の株主総会議事録を添付

等を添付する必要があります。 する必要があります。
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